
「基礎杭工事の施工における全建自主ルール」の策定経緯について

平成27年10月 旭化成建材（株）が横浜市の分譲マンションにおいて施工不良や施工データの流用
があったこと等を公表

平成27年11月～12月 国土交通省 「基礎ぐい工事問題に関する対策委員会」（全6回）の開催

平成27年12月25日 「基礎ぐい工事問題に関する対策委員会 中間取りまとめ報告書」の公表

○建設会社が基礎ぐい工事に際して一般的に遵守すべき措置を定めた告示の施行

○本会に対する、会員への周知指導及び、告示に準拠し現場に即した自主ルールの策定の要請

⇒平成28年3月8日 全建事発107号 「基礎ぐい工事の適正な施工を確保するために講ずべき措置
の制定について」にて、国交省の一般的施工ルールの周知

⇒平成28年3月～ 全建・自主ルールの策定作業
・事務局案の作成
・建築専門委員会委員への意見照会（平成28年4月11日）
・建設生産システム委員会委員への意見照会（平成28年4月18日）
・建設生産システム委員会委員長による修正したものの確認（平成28年4月25日）
・本会理事会での審議・承認（平成28年4月26日）

平成28年4月26日 「基礎杭工事の施工における全建自主ルール」の策定

○横浜市のマンション事案とデータ流用の実態を踏まえた問題の総括

○再発防止策（提言）

「建築物等の安全・安心と国民の信頼を回復するため、行政と建設業界が危機感と問題意識を共
有し、再発防止に全力で取り組むことが急務」

１．基礎ぐい工事に関する適正な設計・施工及び施工管理のための体制構築
［設計］地盤の特性に応じた設計方法に関する周知徹底
［施工］施工ルールの策定と現場での導入等
・国土交通省による一般的施工ルールの作成
・建設業団体等による自主ルールの策定
・関係建設業団体によるルール実施状況のフォローアップ

［工事管理］適切な施工管理を補完するための工事監理ガイドラインの策定 等

２．建設業の構造的な課題に関する対策
・元請・下請の責任・役割の明確化と重層構造の改善
・技術者や技能労働者の処遇・意欲と資質の向上
・民間工事における役割・責任の明確化と連携強化

⇒平成28年1月～6月 「中建審・社整審 基本問題小委員会」にて審議中

平成28年3月4日 国土交通省から本会への通達
「基礎ぐい工事の適正な施工を確保するために講ずべき措置の制定について」

○会員企業への全建自主ルールの周知（平成28年5月11日）
○国土交通大臣への届出（平成28年5月11日）


